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（億円）

(年度)⼤規模改修 築41年以上60年未満 公共施設 ⼤規模改修
建替え 既存更新分
新規整備分 ⽤地取得分
既存更新分+新規整備分+⽤地取得分（5箇年度平均） 既存更新分+新規整備分（5箇年度平均）
既存更新分（5箇年度平均）
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延床⾯積削減率（％）

⾦額（億円）

建築系施設に係る40年間 充当⾒込 額

維持管理等 費⽤縮減額

建築系施設に係る40年間 更新費

建築系施設40年間 更新費

189.2億円

維持管理費 運営費 費⽤縮

減額 充当⾒込 額 上乗 

5.9億円×40年=236.0億円

今後40年間 建築系施設に係る40年間 充当⾒込 額＝83.7億円

計画期間

『⻑万部町     総合計画』等の上位・関連計画と⼀体となった取組を進めるため、40年先 ⾒据  計画  、当初の計画期
間は、平成29年度  平成38年度   10年間と設定しました。

総合管理計画の基本理念

縮減⽬標：25％

本町が所有する公共施設等の多くは⽼朽化が顕著に進⾏しており、今後、改修や建替えが集中する時期を迎えることから、多額の維持・更新等の費⽤に対する財源の確保が必要となります。対して、少⼦⾼齢化の進展や

⽣産年齢⼈⼝（15 64歳）の減少等により町の⼈⼝構造が変化しており、町税収⼊の伸び悩みや社会福祉関連経費の増⼤に伴う財政の逼迫が懸念されており、これまでと同様の⽔準で公共施設等への投資を継続していく

ことは困難になると予想されます。そのため、厳しい財政状況が続く中で、今後、⼈⼝減少等により公共施設等の利⽤需要が変化していくことを踏まえ、公共施設等の全体の状況を把握し、⻑期的な視点をもって、町⺠と

⾏政が施設に関する課題を共有し、更新・統廃合・⻑寿命化などを計画的に⾏うことを⽬的として 『⻑万部町公共施設等総合管理計画』を策定しました。

長万部町公共施設等総合管理計画 【概要版】

本町の現状と課題

40年間 更新費⽤総額
189.2億円

年更新費⽤ 試算4.7億円
既存更新分及 新規整備分

4.7倍

最近5年平均公共施設投資的経費
既存更新分及 新規整備分

1.0億円

将来⼈⼝は減少

《将来⼈⼝の推移》

本町 ⼈⼝ 年々減少    2040年度  3,730
⼈まで減少することが予想されます。

今後 少⼦⾼齢化 進  ⽣産年齢層 定住化 
図    場合 将来的  ⽼年⼈⼝ ⽣産年齢層
の割合が逆転することが予測されます。

歳⼊・歳出規模の縮⼩
⼈⼝減少による地⽅税の減少と、⾼齢化による社会
保障経費の増加から、歳⼊・歳出規模の縮⼩が予測
されます。

建築系     系施設 整備 維持管理 必要  
る投資的経費は、歳出額の減少とともに減少となり、
今後20年間 1割程度 減少 予想      適
正化 ⻑寿命化 図       必要です。

《歳⼊ 歳出 ⾒込 》

公共施設等の⽼朽化と耐震化
本町の公共施設の多くは、建築後30年  40年 経
過  ⽼朽化 顕著 進⾏しています。

建築系施設全体の34.8％が旧耐震基準の1981年
以前に建てられた施設であり、耐震化対策が必要です。

《建築年度別整備状況（延床⾯積）》 《将来更新費 推計結果（建築系施設）》

膨⼤ 更新費⽤ 負担 集中
2015年度  2054年度   40年間 建築系施
設 維持       必要 更新費（建替費及 
⼤規模改修費）は189.2億円 年平均4.7億円と
膨⼤となっています。

公共施設 更新時期 集中     財政負担 集
中すると予測されます。
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本町が抱える課題に対応した公共施設等の総合的なマネジメント

【数値⽬標】

建築系施設

インフラ系施設

インフラ系施設全体として、『2.2億円/年   
スト縮減を図ることを⽬標としています。

    都市基盤 ⽀      系施設 総量
 縮減     難   維持管理    包括
発注などを含めライフサイクルコストを縮減します。

今後40年間 建築系施設全体としての縮減
⽬標は、『25％』と試算しています。

今後10年間 ⽬標     試算  縮減⽬
標の4分の1にあたる『6％』を計画期間の⽬標
の⼀段階として設定し、全庁的に取り組んでいき
ます。
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⼈⼝（⼈）延床⾯積(㎡) 

（年度）町⺠⽂化系施設 社会教育系施設 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 産業系施設 学校教育系施設

⼦育て⽀援施設 保健福祉施設 ⾏政系施設 公営住宅 供給処理施設

その他 病院施設 上⽔道施設 下⽔道施設 ガス施設

公園 ⼈⼝

⼈⼝1⼈当たり： 14.1m2/⼈

総延⾯積(2015)：8.4万m2

旧耐震基準(1981年以前)

29,154.9m2（34.8％）

新耐震基準(1982年以降)

年度不明⾯積：34.0m2

54,611.5m2（65.2％）

総棟数(2015)：212棟



社会教育系施設

建築系施設の基本的な方針（抜粋）

地区別で配置されている特性を⽣かし、利⽤    踏  、既存の他施設との複合化を検討。
集会施設は、地域単位   設置    町⺠活動 拠点施設       、予防保全型による継続的な維持・管理 
積極的に実施。

【学習⽂化センター】
町⺠    踏   移動図書館⾞    号  充実   町全体        ⽔準を向上。

【博物館等】
⽇々 施設 点検等    劣化等 拡⼤ 未然 防 予防保全 ⾏  各施設 ⻑寿命化を推進。

町⺠⽂化系施設

病院施設

部分的⼤規模改修を計画的に実施し、施設 ⻑寿命化 ⾏   、他施設との集約化・複合化を検討。

⼤  修繕 必要   前 予防保全型 修繕等 重  ⻑寿命化 図    建替 視野 検討。

スポーツ・レクリエーション系施設

上⽔道施設【学校】
⻑寿命化   整備    、建築物等 使⽤状況及 築年数 勘案 、実施を検討。

【給⾷センター】
⾃主点検 随時⾏ 、その点検結果を蓄積して、維持管理及び修繕等 ⻑寿命化対策 反映。

学校教育系施設

適正 維持管理 修繕 更新等 計画的 実施          最⼩化 努⼒ 

⾏政系施設

下⽔道施設

施設 機能 性能 確保  予防保全型 維持管理   、施設 ⻑寿命化 推進。

【庁舎】
改修 計画 検討  際   他⽬的 公共施設  複合化 施設 利⽤ 視野 ⼊ て検討。

【消防施設】
消防能⼒ 維持    観点   定期点検等 実施   予防保全型 維持管理 推進 

ガス施設

機能 低下     適正 維持管理 実施 ⻑寿命化 推進。

予防保全型 維持管理 ⾏ 、施設 機能低下速度 抑制 、⻑期    適正 運転 維持。

供給処理施設

公園

利⽤者数等 状況 踏  、必要なサービスを精査し、適正な機能の確保・向上を検討。

インフラ系施設の基本的な方針（抜粋）

道路

【⼀般道路（⾃転⾞歩⾏者道 含 ）】
道路施設       実施  、⽇常点検を強化。

【道路付帯施設】
計画的な修繕・更新 実施     施設 ⻑寿命化 実施。

【林道】
予防保全的 維持管理及 改修 ⾏   、点検結果等により改修箇所の優先順位を精査。

橋梁

『⻑万部町⻑寿命化修繕計画』に基づく計画的な修繕・更新 ⾏ 、施設 ⻑寿命化 実施。

上⽔道

点検・診断履歴を蓄積し、維持管理・修繕・更新を含む長寿命化対策に活かし、更新時期を分散。

下⽔道

点検・診断結果を踏まえ、機能 低下     適正 維持管理 実施    、修繕・更新等 計画的 実施 、施
設 ⻑寿命化 実施。

ガス

施設 機能 性能 確保  予防保全型 維持管理   、施設 ⻑寿命化 推進。

公園

⻑寿命化対策             縮減 可能 施設 「予防保全型管理」、           縮減 ⾒込  
いものは「事後保全型管理」により、トータルコストの平準化を実施。

農業⽤排⽔路

受益者からの要望に基づき、緊急性 ⾼ 箇所  順次⻑寿命化 向  対策 実施。

産業系施設

各施設の機能を精査し、集会施設など他の施設類型の施設との複合化などを検討。

⼦育て⽀援施設
年少⼈⼝ 規模     性 踏   集約化 機能 複合化 ⽼朽化  施設 廃⽌等を通     良      
提供できる施設の適正な配置を検討。

保健福祉施設

今後、社会 変化 町⺠    合   適正 施設 規模 配置 検討。

公営住宅

利⽤状況 踏     、公営住宅法 耐⽤年限 超過    住宅 、統合や複合化等を検討。

その他

築30年以上 経過    施設 、安全確保の観点から必要な対策は速やかに実施。

管理に関する基本的な考え方

《建築系施設》
• 法に基づく法定点検のほか、⽇

常的 点検 結果   健全度
を評価し、その結果を蓄積するこ
   今後 ⻑寿命化対策 活
⽤。

《インフラ系施設》
• インフラ系施設の性能を維持し、

可能 限 ⻑期    使⽤ 
るため、「事後保全」から「予防
保全」へと転換。

1. 点検・診断等の実施⽅針

《建築系施設》
• 施設 ⻑寿命化 向   予防

保全型  管理 推進。
• トータルコストの縮減・平準化。

《インフラ系施設》
• 適切 点検 診断 ⾏    

結果に基づき必要な措置を実
施。

• 新設及 修繕 更新等    
   実施  維持管理費⽤ 
縮減・平準化を推進。

2.維持管理の実施⽅針

《建築系施設》
• 危険性が認められる場合や、健

全度評価  安全性 低下 
予想   場合   施設 利
⽤状況 優先度 踏  計画
的な改修を実施。

《インフラ系施設》
• 道路 橋梁  交通 安全確

保はもとより、⾃然災害の発⽣に
対応できる防災機能を向上。

3. 安全確保の実施⽅針

《建築系施設》
• 耐震化が必要で今後も継続し

て保有していく施設については、
施設 ⽼朽度 今後 需要 
考慮のうえ、段階的に耐震化を
推進。

《インフラ系施設》
• 各施設の特性や緊急性、重要

性を考慮のうえ、点検結果に基
づき耐震化を推進。

4.耐震化の実施⽅針

《建築系施設》
• 今後 予防保全型 管理 ⾏

      耐⽤年数 延   
⻑寿命化 推進。

• コスト縮減のみに重きを置く取組
     施設  利便性 考
慮した取組を推進

《インフラ系施設》
• 新たに策定するインフラ系施設の

個別計画は、本計画における⽅
針と整合。

5. ⻑寿命化の実施⽅針

《建築系施設》
• “最適 量 質 確保” 観点 

ら、多機能・複合化や集約化に
よる適正配置を推進。

• 利⽤者 少  施設  施設 
状況に応じて、廃⽌や貸付け・
売却による収⼊を確保。

《インフラ系施設》
• 財政状況 考慮   中⻑期

的な視点から必要な施設の整
備を計画的に推進。

6.統廃合の推進⽅針

① 公共施設等 管理 担 ⼈材
の育成

② 受益と負担のバランス適正化
③ ⺠間活⽤   公共施設   

るコストの削減

7.推進体制や仕組みの構築⽅針

• 複数の⾃治体で公共施設の機
能を補完することができるよう、近
隣⾃治体 公共施設 広域連
携の推進を検討協議

8. 広域連携によるサービス提供

建築系施設の基本的な方針（抜粋）


